
（証券コード　3689）

第７回　定時株主総会
招 集 ご 通 知

日　時
平成28年12月16日（金曜日）午後３時
（受付開始は午前14時30分を予定しております）

目　次
招集ご通知 P１
（株主総会参考書類）
第１号議案　定款一部変更の件 P３
第２号議案　取締役（監査等委員である取

締役を除く）４名選任の件
P５

第３号議案　補欠の監査等委員である取締
役１名選任の件

P８

（添付書類）
事業報告 P９
計算書類 P30
監査報告書 P36

場　所
東京都港区元赤坂二丁目２番23号明治記念館
東館１階「末広の間」
（末尾の株主総会会場案内図をご参照ください。）

決議事項
第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を

除く）４名選任の件
第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名

選任の件

株式会社イグニス



経営理念

「世界にインパクトを与えなければ、気がすまない」

Mission

「次のあたりまえを創る。何度でも」
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証券コード　3689
平成28年12月１日

株　主　各　位
東京都渋谷区恵比寿一丁目19番19号
株 式 会 社 イ グ ニ ス
代表取締役社長 銭 錕

第７期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第７期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知
申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成28年12月15日（木曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいますようお願
い申しあげます。

敬　具
記

1 日　　時 平成28年12月16日（金曜日）午後３時
2 場　　所 東京都港区元赤坂二丁目２番23号

明治記念館　東館１階「末広の間」
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3 目的事項 報告事項 １．第７期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連
結計算書類監査結果報告の件

２．第７期（平成27年10月１日から平成28年９月30日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第１号議案　定款一部変更の件
第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

以　上
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　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお
願い申しあげます。
　当社は、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、提供すべき書面のうち次に掲げる事項をインタ
ーネット上の当社ウェブサイト（http://1923.co.jp/ir）に掲載しておりますので、本株主総会招集
ご通知の提供書面には記載しておりません。
　・業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要、連結計算書類の連結注記表及び計算

書類の個別注記表
　なお、監査等委員会が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して監
査した連結計算書類及び計算書類には、本提供書面記載のもののほか、この連結注記表及び個別注記
表として表示すべき事項も含まれており、事業報告には業務の適正を確保するための体制及びその運
用状況の概要も含まれております。
　また、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、修正
後の事項をインターネット上の上記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。
　株主総会へご出席いただいた株主様へのお土産はございません。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由
（１）当社は、これまでスマートフォン向けアプリ事業を当社単独で継続してまいりました。しか

しながら、昨今の当社グループの状況として、当社単独でのスマートフォン向けアプリ事業
のウェイトは低くなっており、主要なスマートフォン向けアプリ事業を子会社において運営
し、当社は子会社の支配・管理、並びに、新規事業の研究・立案を行う体制に移行しつつあ
ります。そこで、当社が当社グループ内で事業持株会社として機能していくことを事業目的
において明らかにするため、定款の一部を変更するものであります。

（２）平成27年12月18日開催の第6期定時株主総会第1号議案においてご承認いただいた「改正会
社法による責任限定契約を締結できる役員等の範囲の変更」に対応する第30条第2項の文言
につきまして一部訂正する必要が生じましたので、当該文言の修正を行うものであります。
なお、この定款第30条第2項の変更につきましては、各監査等委員の同意を得ております。

（３）本議案における定款変更については、本総会終結の時をもって効力が生じるものといたしま
す。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線部分は変更部分を示しております。）
現 行 定 款 変 更 案

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むことを目的とする。

１．　（条文省略）
２．　（条文省略）
３．　（条文省略）
４．　（条文省略）

（目的）
第２条　当会社は、次の事業を営むこと、並びに、次

の事業を営む会社及びこれに相当する事業
を営む外国会社の株式若しくは持分を保有
することにより当該会社の事業活動を支配・
管理すること及びこれに関連する業務を行
うことを目的とする。

１．　（現行どおり）
２．　（現行どおり）
３．　（現行どおり）
４．　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案
５．　（条文省略）
６．　（条文省略）
７．　（条文省略）
８．　（条文省略）
９．　（条文省略）

５．　（現行どおり）
６．　（現行どおり）
７．　（現行どおり）
８．　（現行どおり）
９．　（現行どおり）

（目的）
第30条　（条文省略）

２　当会社は、社外取締役（業務執行取締役等で
あるものを除く。）との間で会社法第423条第１
項の賠償責任について法令の定める要件に該当
する場合には、賠償責任を限定する契約を締結す
ることができる。ただし、当該契約に基づく賠償
責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額と
する。

（目的）
第２条　（現行どおり）

２　当会社は、取締役（業務執行取締役等である
ものを除く。）との間で会社法第423条第１項の
賠償責任について法令の定める要件に該当する
場合には、賠償責任を限定する契約を締結するこ
とができる。ただし、当該契約に基づく賠償責任
の限度額は、法令が定める最低責任限度額とす
る。
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く）４名全員が任期満了
となりますので、取締役４名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及
び業績等を評価した上で、当社の取締役として適任であると判断しております。
　取締役候補者は次のとおりです。

番号 氏名 現在の当社における地位・担当

１ 銭　錕 代表取締役社長 再任

２ 鈴木　貴明 代表取締役CTO 再任

３ 山本　彰彦 取締役CFO 再任

４ 佐藤　裕介 取締役 再任
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候補者
番号 1

せん
銭

 
　

こん
錕 （昭和57年５月31日生）

所有する当社の株式数
1,983,300株 再任

略歴、当社における地位および担当
平成18年 ４ 月 株式会社シーエー・モバイル入社
平成20年 ４ 月 株式会社zeronana出向
平成22年 ２ 月 同社に転籍
平成22年 ５ 月 当社設立取締役社長就任
平成23年11月 当社代表取締役社長就任（現任）
平成25年 ５ 月 IGNIS AMERICA INC.取締役就任（現任）
平成25年11月 株式会社アイビー取締役就任（現任）
平成25年12月 M.T.Burn株式会社取締役就任
平成26年 ２ 月 株式会社スタジオキング取締役就任（現任）
平成27年12月 株式会社U-NOTE取締役就任（現任）
平成28年 １ 月 株式会社IGNIS APPS代表取締役就任（現任）
平成28年11月 パルス株式会社代表取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
銭氏は当社の創業者であり、インターネットサービスの
企画から、開発、運用に至るまで豊富な経験と知識を有
しております。同氏は、代表取締役社長として経営方針
や事業戦略の立案、決定及びその遂行において重要な役
割を果たしていることから、引き続き取締役候補者とす
ることが適当であると判断したためであります。

取締役在任年数
　６年

取締役会出席回数
26/26回（100％）

候補者
番号 2

すず
鈴

き
木

 
　

たか
貴

あき
明 （昭和61年３月25日生）

所有する当社の株式数
1,983,300株 再任

略歴、当社における地位および担当
平成21年 ３ 月 株式会社サイバーエージェント入社
平成23年 ５ 月 株式会社ジモティー入社
平成23年 ７ 月 株式会社ファーストタイプ設立代表取締役就任
平成23年11月 当社取締役就任
平成24年 ９ 月 株式会社ファーストタイプ取締役就任

当社ゲーム事業部長
平成25年 ８ 月 スワッグアップ株式会社（現株式会社IGNIS 

APPS）代表取締役就任
平成26年 ２ 月 スワッグアップ株式会社（現株式会社IGNIS 

APPS）取締役就任（現任）
株式会社スタジオキング代表取締役就任（現
任）
当社代表取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
鈴木氏は代表取締役CTOであり、インターネットサービ
スの開発技術及びそれらに関する豊富な経験と知識を有
しております。同氏は、最高技術責任者として当社の技
術的判断、経営方針や事業戦略の立案、決定及びその遂
行並びに人材育成の面において重要な役割を果たしてい
ることから、引き続き取締役候補者とすることが適当で
あると判断したためであります。

取締役在任年数
　５年

取締役会出席回数
26/26回（100％）
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候補者
番号 3

やま
山

もと
本

 
　

あき
彰

ひこ
彦 （昭和59年５月27日生）

所有する当社の株式数
69,900株 再任

略歴、当社における地位および担当
平成19年12月 新日本監査法人（現新日本有限責任監査法人）

入所
平成21年 １ 月 あずさ監査法人（現有限責任 あずさ監査法人）

入所
平成23年 ９ 月 公認会計士登録
平成24年 ７ 月 当社入社

当社取締役就任（現任）
当社管理部長

平成25年11月 株式会社アイビー取締役就任（現任）
スワッグアップ株式会社（現株式会社IGNIS 
APPS）取締役就任（現任）
M.T.Burn株式会社取締役就任

平成26年 ２ 月 株式会社スタジオキング取締役就任（現任）
平成27年12月 株式会社U-NOTE取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
山本氏は取締役CFOであり、財務及びそれらに関する豊
富な経験と知識を有しております。同氏は、最高財務責
任者として当社の財務戦略の立案、決定及びその遂行並
びにコーポレート機能の統括において重要な役割を果た
していることから、引き続き取締役候補者とすることが
適当であると判断したためであります。

取締役在任年数
　４年

取締役会出席回数
26/26回（100％）

候補者
番号 4

さ
佐

とう
藤

 
　

ゆう
裕

すけ
介 （昭和59年４月25日生）

所有する当社の株式数
76,000株 再任

略歴、当社における地位および担当
平成20年 ４ 月 グーグル株式会社入社
平成23年 ５ 月 株式会社フリークアウト入社
平成24年 ６ 月 同社取締役就任（現任）
平成24年 ９ 月 当社取締役就任（現任）
平成25年12月 M.T.Burn株式会社代表取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
佐藤氏は主に広告業界における高い見識及び経営者とし
ての豊富な経験を有しており、その見識及び経験を当社
の経営に反映していただけるものと期待したためであり
ます。

取締役在任年数
　４年

取締役会出席回数
26/26回（100％）
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第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　本定時株主総会の開始の時をもって、平成27年12月18日開催の第６期定時株主総会において選任
いただいた補欠の監査等委員である取締役　中澤歩氏の選任の効力が失効しますので、改めて、監査
等委員である取締役が法令に定めた員数を欠くこととなる場合に備え、全ての監査等委員である取締
役の補欠として、予め補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
なか
中

ざわ
澤

 
　

あゆみ
歩 （昭和54年３月31日生）

所有する当社の株式数
　‐　株 再任

略歴、当社における地位および担当
平成17年10月 弁護士登録（東京弁護士会）
平成25年２ 月 中澤法律事務所開設（現任）

取締役候補者とした理由
中澤氏は弁護士として高度な専門知識や豊富な経験を有
しており、コンプライアンスの観点から有益な助言をい
ただけるものと期待したためであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別な利害関係はありません。
２．中澤歩氏は補欠の社外取締役候補者であります。
３．中澤歩氏が社外取締役に就任した場合には、当社は同氏との間で会社法第423条第１項の

損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任
の限度額は、法令が定める最低責任限度額といたします。

以　上
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当連結会計年度における我が国経済は、政府及び日銀による財政・金融政策の継続・拡大を
背景として、引き続き企業収益や雇用情勢の改善がみられる等、景気は緩やかな回復基調で推
移しております。一方で、中国経済の成長鈍化とそれを起因とする原油価格の急落、並びに欧
州経済の減速懸念等、様々な面において世界規模で不確実性が高まっており、依然として先行
きが不透明な状況となっております。
　当社グループの主要な事業領域である国内スマートフォン向けアプリ市場は、スマートフォ
ンの国内普及率が全体の過半数を超えて平成28年には60.2%となり、若年層を中心に依然とし
て増加を続けていることを背景として、拡大を継続しております。国内スマートフォン向け広
告市場については平成28年の市場規模が4,542億円に達する見込みであり、前年比で122%と
予測されております。また、国内スマートフォン向けゲーム市場についても、平成28年度の市
場規模が9,450億円に達する見込みであり、前年比で102%と予測されております。
　このような経営環境の中、当社グループは無料ネイティブアプリ及びネイティブソーシャル
ゲームの２ジャンルを事業の柱とし、特に、無料ネイティブアプリにおけるコミュニケーショ
ン領域及びネイティブソーシャルゲームに多くの経営資源を投入してまいりました。
　以上の結果、当連結会計年度の売上高は5,585,904千円（前連結会計年度比130.9%増）、
営業利益は1,474,188千円（前連結会計年度は営業損失38,438千円）、経常利益は1,465,324
千円（前連結会計年度は経常損失148,553千円）、投資先の財政状態が著しく悪化したことに
伴い投資有価証券評価損122,613千円等を特別損失に計上したことにより、親会社株主に帰属
する当期純利益は1,087,927千円（前連結会計年度は親会社株主に帰属する当期純損失
306,793千円）となりました。
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　ジャンル別の状況は次のとおりであります。
（無料ネイティブアプリ）
　当社グループは、前連結会計年度より小規模サービス中心の開発体制から、中規模及び大規
模中心の開発・運用体制へと移行しております。当連結会計年度は前連結会計年度にリリース
した「with」を中心として、運用型サービスのユーザー積み上げに注力いたしました。「with」
については平成28年３月にiOS版を、平成28年５月にAndroid版をリリースしており、今後、
業績への貢献を見込んでおります。その他、協業先等と連携して漫画やカジュアルゲームアプ
リをリリースいたしました。
　また、平成27年10月に株式会社U-NOTEを買収し事業拡大を加速している他、米国現地法
人による米国市場へのサービス投入や台湾・韓国市場への進出など、海外展開を引き続き行っ
ております。
　なお、前連結会計年度まで独立したジャンルとして記載しておりました「全巻無料型ハイブ
リッドアプリ」は、当連結会計年度より当ジャンルに含めて記載しております。
　この結果、当連結会計年度における当ジャンルの売上高は753,842千円（前連結会計年度比
1.7%減）となりました。

（ネイティブソーシャルゲーム）
　前連結会計年度にリリースした「ぼくとドラゴン」は引き続き順調に推移いたしました。当
連結会計年度は新規季節イベントや他社サービスとのコラボレーション、機能追加等を実施い
たしました。今後もコンテンツの拡充及び運営チームによる多彩なイベントの実施等、開発及
び運営双方に注力することで、業績の安定化に努めてまいります。
　この結果、当連結会計年度における当ジャンルの売上高は4,832,061千円（前連結会計年度
比192.5%増）となりました。

　ジャンル別の売上高

ジ ャ ン ル 区 分

第 ６ 期
（平成27年９月期）
（前連結会計年度）

第 ７ 期
（平成28年９月期）
（当連結会計年度）

前連結会計年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

無料ネイティブアプリ 766,998千円 31.7％ 753,842千円 13.5％ △13,156千円 △1.7％
ネイティブソーシャルゲーム 1,652,087 68.3 4,832,061 86.5 3,179,974 192.5

合 計 2,419,086 100.0 5,585,904 100.0 3,166,817 130.9

（注）上記の金額には、免税事業者である連結子会社の消費税等が含まれております。
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②　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は464,095千
円で、その主なものは次のとおりであります。
イ．当連結会計年度中に取得した主要設備

建物 3,385千円
工具、器具及び備品 47,793千円
ソフトウェア 412,916千円

ロ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設、拡充
　該当事項はありません。

ハ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失
　該当事項はありません。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より借入金550百万円の調
達を行いました。
　また、平成28年５月17日に当社取締役会の決議により、第三者割当による新株予約権を発
行し、平成28年６月にその一部が行使されたことにより、108百万円の資金調達がなされまし
た。
　その他の増資、社債発行等による資金調達は行っておりません。
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⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 ４ 期
(平成25年９月期)

第 ５ 期
(平成26年９月期)

第 ６ 期
(平成27年９月期)

第 ７ 期
(当連結会計年度)
(平成28年９月期)

売 上 高 (千円) 874,905 2,047,824 2,419,086 5,585,904
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） (千円) 307,457 545,164 △148,553 1,465,324
親会社株主に帰属する当期
純利益又は当期純損失（△） (千円) 200,744 309,969 △306,793 1,087,927
１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） (円) 37.17 56.11 △50.43 176.58

総 資 産 (千円) 518,615 2,139,554 1,966,866 4,332,521

純 資 産 (千円) 153,194 1,583,962 1,238,146 2,497,950

１株当たり純資産 (円) 28.37 262.29 202.16 391.29
（注）１．当社は、第４期より連結計算書類を作成しております。

２．当社は、平成26年３月10日付で普通株式１株につき600株の割合で株式分割を行っておりますが､ 第
４期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及
び１株当たり純資産を算定しております。

5,585,904

874,905
2,047,824 2,419,086

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）売上高

1,465,324

307,457
545,164

△148,553

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）経常利益又は経常損失（△）

1,087,927

200,744 309,969

△306,793

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）親会社株主に帰属する当期純利益又は当期純損失（△）

4,332,521

518,615

2,139,554 1,966,866

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）総資産

2,497,950

153,194

1,583,962
1,238,146

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）純資産

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

37.17

262.29 202.16 391.29

176.58

28.37

56.11

△50.43

（単位：円）
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）
・１株当たり純資産
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）
１株当たり純資産
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②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 ４ 期
(平成25年９月期)

第 ５ 期
(平成26年９月期)

第 ６ 期
(平成27年９月期)

第 ７ 期
(当事業年度)

(平成28年９月期)
売 上 高 (千円) 780,231 1,064,267 1,086,942 1,048,127
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） (千円) 295,798 214,478 31,874 71,291
当 期 純 利 益 又 は
当期純損失（△） (千円) 193,651 130,735 △102,719 204,680
１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） (円) 35.86 23.67 △16.88 33.22

総 資 産 (千円) 499,503 1,809,206 1,845,493 2,696,286

純 資 産 (千円) 148,944 1,396,477 1,250,914 1,573,947

１株当たり純資産 (円) 27.58 231.25 204.25 252.77
（注）当社は、平成26年３月10日付で普通株式１株につき600株の割合で株式分割を行っておりますが、第３

期の期首に当該株式分割が行われたものと仮定し、１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び１株
当たり純資産を算定しております。

1,048,127

780,231

1,064,267 1,086,942

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）売上高

71,291

295,798

214,478

31,874

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）経常利益又は経常損失（△）

204,680193,651
130,735

△102,719

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）当期純利益又は当期純損失（△）

2,696,286

499,503

1,809,206 1,845,493

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）総資産

1,573,947

148,944

1,396,477
1,250,914

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

（単位：千円）純資産

第４期
（平成25年９月期）

第７期
（平成28年９月期）

第６期
（平成27年９月期）

第５期
（平成26年９月期）

35.86

231.25 204.25 252.77

33.22

27.58

23.67

△16.88

（単位：円）
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）
・１株当たり純資産
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）
１株当たり純資産
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 ア イ ビ ー 99,000千円 100.0％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

株 式 会 社 I G N I S  A P P S 99,000千円 100.0％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

株式会社スタジオキング 5,000千円 100.0％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

ALTR  TH INK株式会社 1,000千円 100.0％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

株 式 会 社 U - N O T E 39,016千円 70.9％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

IGNIS AMERICA, INC. 500千米ドル 100.0％ スマートフォン向けアプリの企画、開発

（注）１．スワッグアップ株式会社は平成27年11月１日に、商号を株式会社IGNIS APPSに変更いたしました。
２．当事業年度に発行済株式の70.9％を取得した株式会社U-NOTEについて、新たに重要な子会社として

記載しております。
３．前事業年度に重要な子会社として記載していた株式会社イグニッション、株式会社アイシー及び

IGNIS KOREA LTD.について事業規模の重要性が低下したことから、記載を省略しております。
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⑷　対処すべき課題
①　収益基盤の確立及び安定化

　スマートフォンの登場により、IT業界では大きな市場変化が起きており、当社グループでは、
既存の収益基盤の拡大に加えて新たな収益源を確保することが、経営上重要な課題であると認
識しております。当社グループでは、スマートフォン市場を上回る成長を目標とし、成長戦略
として以下の２つの大きな柱を掲げています。
⑴　既存ジャンルの収益基盤の安定化

⒜　「コミュニティ」ジャンルの収益力向上
　コミュニティについては、他ジャンルとの融合や機能拡充によって更なるユーザビリテ
ィの強化を行うことにより、サービスの高度化と事業領域の拡大に努め、業績貢献の改善・
安定化を目指します。

⒝　「ネイティブゲーム」ジャンルの開発・運用体制の強化
　ネイティブゲームについては、当社グループにおける収益盤石化を目指し、既存タイト
ルのユーザー数、ARPPUの伸長を図るとともに、新規タイトルのリリースに向けて開発・
運用体制の強化をすべく、クリエイターの採用と育成を進めます。また、海外市場の開拓
についても引き続き、進めてまいります。

⒞　「メディア」ジャンルのサービス価値の向上
　メディアについては、既存サービスのコンテンツを拡充し、広告効果にコミットする媒
体へ成長させることにより、価値向上を努めてまいります。

⑵　潜在的ニーズを掘り起こした新たな市場・新たなビジネスモデルの創造
　企業ミッション「次のあたりまえを創る。何度でも」を実現すべく、今後もニーズを掘り
起こした新たな市場・新たなビジネスモデルを創造すべくチャレンジしてまいります。

　上記、各成長戦略を推進することにより、収益基盤の確立及び安定化に努めていく方針であ
ります。

②　組織体制の強化と内部統制及びコンプライアンス体制の充実・強化
　当社グループは、今後更なる事業拡大を推進するに当たって、従業員のモチベーションを引
き出す目標管理制度や福利厚生等の人事制度構築に努めながら、業務遂行能力、人格、当社の
企業文化及び経営方針への共感を兼ね備え、グローバルに活躍できる優秀な人材の採用に取り
組んで参ります。組織設計においては少人数単位でのチーム制を採用すると同時に、チーム毎
の自律性を促すよう権限の委譲を推し進めることで意思決定の質とスピードを維持するなど、
従業員のパフォーマンスを最大化させる取り組みを引き続き継続していく方針であります。ま
た、内部統制及びコンプライアンス体制の充実・強化を図って参ります。
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③　システム基盤の強化
　当社グループは、スマートフォンアプリをApple Inc.のスマートフォン「iPhone」・タブレ
ット端末「iPad」などのiOS搭載端末向け、及びGoogle Inc.のAndroid搭載端末向けに展開
していることから、サービス提供に係るシステム稼働の安定性を確保することが経営上重要な
課題であると認識しております。そのため、各種アプリを運営する上では、ユーザー数増加に
伴う負荷分散やユーザー満足度の向上を目的とした新規サービス・機能の開発等に備え、設備
への先行投資を継続的に行っていくことが必要となります。当社グループは、その重要性に鑑
み、今後においてもシステム基盤の強化への取り組みを継続していく方針であります。

④　技術革新への対応
　当社グループは、先端的なテクノロジーを基盤にした新規サービスや新たなインターネット
端末等の技術革新に対して適時に対応を進めることが、事業展開上の重要な要素であると認識
しております。各々の技術革新の普及の進展を見ながら、柔軟な対応を図っていく方針であり
ます。

⑤　グローバル展開への対応
　当社グループは、成長著しい世界のスマートフォンアプリ市場への展開を迅速に推進するこ
とが、今後の一層の事業拡大を目指す上で重要であると認識しております。主に当社の連結子
会社であるIGNIS AMERICA, INC.に対して、スマートフォンアプリ開発におけるノウハウの
共有を行うほか、アプリの広告宣伝活動の協力、内部管理体制の充実と強化などにも取り組ん
で参ります。

⑸　主要な事業内容（平成28年９月30日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

ス マ ー ト フ ォ ン ア プ リ 事 業 スマートフォン向けアプリの企画、開発、運営及び販売
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⑹　主要な事業所（平成28年９月30日現在）
①　当社

名 称 所 在 地

本 社 東 京 都 渋 谷 区

②　子会社
名 称 所 在 地

株 式 会 社 ア イ ビ ー 東 京 都 渋 谷 区

株 式 会 社 I G N I S  A P P S 東 京 都 渋 谷 区

株 式 会 社 ス タ ジ オ キ ン グ 東 京 都 渋 谷 区

A L T R  T H I N K 株 式 会 社 東 京 都 渋 谷 区

株 式 会 社 U - N O T E 東 京 都 品 川 区

I G N I S  A M E R I C A ,  I N C . ア メ リ カ 合 衆 国
カ リ フ ォ ル ニ ア 州
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⑺　使用人の状況（平成28年９月30日現在）
①　企業集団の使用人の状況
事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

ス マ ー ト フ ォ ン ア プ リ 事 業 139（3）名 25名増（5名増）

合 計 139（3）名 25名増（5名増）

（注）１．使用人数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ
への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む。）は、最近１年間の平均人員
を（　）内に外数で記載しております。

２．使用人数が前連結会計年度と比べて25名増加しましたのは、主として事業拡大に伴う採用によるもの
であります。

②　当社の使用人の状況
使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

19（3）名 58名減（5名減） 31.9歳 2.3年

（注）１．使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、
臨時雇用者数（パートタイマーを含む。）は、最近１年間の平均人員を（　）内に外数で記載しておりま
す。
２．使用人数が前事業年度と比べて58名減少しましたのは、子会社への転籍によるものであります。

⑻　主要な借入先の状況（平成28年９月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 291百万円

株 式 会 社 千 葉 銀 行 125

株 式 会 社 り そ な 銀 行 91

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成28年９月30日現在）

①　発行可能株式総数 6,000,000,000株
②　発行済株式の総数 6,235,700株
③　株主数 3,091名
④　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

銭 錕 1,983千株 31.92％

鈴 木 貴 明 1,983 31.92

山 田 理 恵 106 1.71

柏 原 俊 高 100 1.61

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 93 1.50

佐 藤 裕 介 76 1.22

山 本 彰 彦 69 1.12

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 65 1.06
ＮＯＭＵＲＡ ＰＢ ＮＯＭＩＮＥＥＳ ＬＩＭＩ
Ｔ Ｅ Ｄ  Ｏ Ｍ Ｎ Ｉ Ｂ Ｕ Ｓ － Ｍ Ａ Ｒ Ｇ Ｉ Ｎ
（ Ｃ Ａ Ｓ Ｈ Ｐ Ｂ ）

49 0.79

ＢＮＹＭ ＳＡ／ＮＶ ＦＯＲ ＢＮＹＭＦＯＲ
ＢＮＹＭ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴＡＣＣＴＳ Ｍ
Ｉ Ｌ Ｍ  Ｆ Ｅ

36 0.58

（注）持株比率は自己株式（21,564株）を控除して計算しております。
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⑵　新株予約権等の状況
①　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況
第 １ 回 新 株 予 約 権 第 ３ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成24年８月22日 平成25年６月７日

新 株 予 約 権 の 数 115個 334個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数 （ 注 ） １

普通株式 69,000株
(新株予約権１個につき600株)

普通株式 200,400株
(新株予約権１個につき600株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込み
は要しない

新株予約権と引換えに払い込み
は要しない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
600円

(１株当たり　１円)

新株予約権１個当たり
147,600円

(１株当たり　246円)

権 利 行 使 期 間 平成26年 8 月28日から
平成34年 7 月31日まで

平成27年 6 月22日から
平成35年 5 月21日まで

行 使 の 条 件 （注）２ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 17個
目的となる株式数 10,200株
保有者数 1名

新株予約権の数 27個
目的となる株式数 16,200株
保有者数 1名

（注）１．当社は、平成26年３月10日付で普通株式１株につき600株の割合で株式分割を行っております。こ
れにより「新株予約権の目的となる株式の種類と数」、「新株予約権の行使に際して出資される財産
の価額」が調整されております。

　　　２．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
　　①　新株予約権の割当を受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社

又は当社子会社の取締役、監査役、使用人、社外協力者、その他これに準ずる地位を有していなけれ
ばならない。ただし、取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

　　②　当社普通株式がいずれかの金融商品取引所に上場されていること。
　　③　新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとする。
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第 ７ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成27年11月27日

新 株 予 約 権 の 数 190個

新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 19,000株
(新株予約権１個につき100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり 400円

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
234,000円

(１株当たり 2,340円)

権 利 行 使 期 間 平成29年 1 月 1 日から
平成32年12月13日まで

行 使 の 条 件 （注）１

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（監査等委員を除く）

新株予約権の数 50個
目的となる株式数 5,000株
保有者数 1名

（注）１．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
　①　本新株予約権の新株予約権者（以下、「本新株予約権者」という。）は、当社が金融商品取引法に

基づき提出される平成28年９月期に係る有価証券報告書に記載された同期の連結損益計算書におい
て、営業利益の額が、１億円を超えた場合に限り、本新株予約権を行使することができる。なお、国
際財務報告基準の適用等により参照すべき指標の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理的
な範囲内において、別途参照すべき適正な指標及び新株予約権の行使の条件として達成すべき数値を
取締役会にて定めるものとする。

　②　平成29年１月１日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に金融商品取引所における
当社普通株式の普通取引終値が一度でも権利行使価額（但し、一定の場合は取締役会により適切に調
整されるものとする。）に30％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべての本新
株予約権を行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。但し、次に掲げる場合に該
当するときはこの限りではない。
⒜　当社の開示情報に重大な虚偽が含まれることが判明した場合
⒝　当社が法令や金融商品取引所の規則に従って開示すべき重要な事実を適正に開示していなかった
ことが判明した場合
⒞　当社が上場廃止となったり、倒産したり、その他本新株予約権発行日において前提とされていた
事情に大きな変更が生じた場合
⒟　その他、当社が新株予約権者の信頼を著しく害すると客観的に認められる行為をなした場合
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　③　本新株予約権者は、上記②に掲げる事由が生じた場合を除き、以下の期間区分に従って、本新株予
約権の一部または全部を行使するものとする。ただし、当社取締役会の決議により、以下の区分に関
係なく新株予約権を行使可能とすることができる。なお、以下の計算の結果、1個未満の端数が生じ
る場合は小数点第１位以下を切り上げるものとする。
⒜　権利行使開始日（平成29年１月１日以降で上記①の条件を満たした初日）から平成29年12月31
日までについては、割当てられた新株予約権個数の25％以下とする。
⒝　平成30年１月１日から平成30年12月31日までについては、割当てられた新株予約権個数の
50％から、前年までにおいて既に行使した個数を減じた個数以下とする。
⒞　平成31年１月１日から平成31年12月31日までについては、割当てられた新株予約権個数の
75％から、前年までにおいて既に行使した個数を減じた個数以下とする。
⒟　平成32年１月１日から権利行使期間の末日（平成32年12月13日）までについては、割当てられ
た新株予約権個数から、前年までにおいて既に行使した個数を減じた個数以下とする。

　④　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。
　⑤　本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
　⑥　各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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②　その他の新株予約権の状況
　平成28年５月17日開催の取締役会決議に基づき発行した新株予約権

第 8 回
新 株 予 約 権

第 9 回
新 株 予 約 権

第 1 0 回
新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 平成28年５月17日

新 株 予 約 権 の 数 1,550個 2,170個 2,480個

新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式　155,000株
(新株予約権1個につき100株）

普通株式　217,000株
(新株予約権1個につき100株）

普通株式　248,000株
(新株予約権1個につき100株）

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権1個当たり
469円

新株予約権1個当たり
202円

新株予約権1個当たり
104円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権1個当たり
360,000円

（1株当たり　3,600円）

新株予約権1個当たり
590,000円

（1株当たり　5,900円）

新株予約権1個当たり
1,000,000円

（1株当たり　10,000円）

権 利 行 使 期 間 平成28年 6 月 3 日から
平成30年 6 月 1 日まで

行 使 の 条 件 新株予約権の一部行使はできない。

割 当 先 ドイツ銀行ロンドン支店
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⑶　会社役員の状況
①　取締役の状況（平成28年９月30日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 銭 　 錕

代 表 取 締 役 C T O 鈴 木 　 貴 明

取 締 役 C F O 山 本 　 彰 彦

取 締 役 佐 藤 　 裕 介 株式会社フリークアウト　取締役
M.T.Burn株式会社　代表取締役

取締役（監査等委員・常勤） 大 杉 　 　 泉

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 渡 辺 　 英 治

渡辺税理士事務所　所長
株式会社ゲイン　監査役
株式会社ピーエヌエフ研究所　監査役
グレイトフルデイズ株式会社　監査役
株式会社リゲイン　監査役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 大 村 　 　 健

フォーサイト総合法律事務所
代表パートナー弁護士
株式会社リアルワールド　社外監査役
ユナイテッド株式会社　社外監査役
アライドアーキテクツ株式会社
社外監査役
株式会社レアジョブ　社外監査役
パイプドHD株式会社　社外監査役

（注）１．取締役（監査等委員）大杉泉氏、渡辺英治氏及び大村健氏は、社外取締役であります。
２．取締役佐藤裕介氏は、従来、社外取締役でありましたが、平成28年６月１日付で社外要件を喪失いた

しました。
２．取締役（監査等委員）大杉泉氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の

知見を有しております。また、大杉泉氏は常勤の監査等委員であります。常勤の監査等委員を選定し
ている理由は、常勤であることにより、取締役会以外の重要な会議等へ出席し、また、内部監査部門
等との連携をより密に図ることができ、そこで得られた情報を監査等委員会にフィードバックするこ
とで、監査の実効性向上に資するためであります。

３．取締役（監査等委員）渡辺英治氏は税理士の資格を有しており、税務及び会計に関する相当程度の知
見を有しております。

４．取締役（監査等委員）大村健氏は弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有して
おります。

５．当社は、取締役（監査等委員）大杉泉氏、渡辺英治氏及び大村健氏を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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②　責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役（監査等委員を除く）及び各監査等委員は、会社法第427条第１項の規定
に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。
　なお、社外取締役であった佐藤裕介氏は平成28年６月１日付で社外要件を喪失しておりま
す。

③　取締役及び監査役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ）
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

5名
（1）

21,300千円
（900）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 取 　 締 　 役 ）

3
（3）

8,550
（8,550）

監 査 役
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 監 　 査 　 役 ）

3
（3）

2,310
（2,310）

合 計
（ う 　 ち 　 社 　 外 　 役 　 員 ）

11
（7）

32,160
（11,760）

（注）１．上記には、平成27年12月18日開催の第６期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名及び
監査役３名（うち、社外監査役３名）を含んでおります。なお、当社は平成27年12月18日に監査役
会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております（以下、当該移行を「本件移行」という。）。

２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．本件移行前の取締役の報酬限度額は、平成26年12月19日開催の第５期定時株主総会において、年額

100,000千円以内（うち社外取締役分3,000千円以内。なお、使用人分給与は含まない。）、本件移
行前の監査役の報酬限度額は、平成26年12月19日開催の第５期定時株主総会において、年額13,200
千円以内と決議いただいております。

４．本件移行後の取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、平成27年12月18日開催の第６期定時
株主総会において、年額100,000千円以内（うち社外取締役分3,000千円以内。なお、使用人分給与
は含まない。）、本件移行後の取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成27年12月18日開催の第
６期定時株主総会において、年額11,400千円以内と決議いただいております。

５．監査役に対する支給額は本件移行前の期間に係るものであり、取締役（監査等委員）に対する支給額
は本件移行後の期間に係るものであります。
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④　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役　渡辺英治氏は、渡辺税理士事務所所長であります。当社と同所及びその他の兼職
先との間には特別の関係はありません。

・取締役　大村健氏は、フォーサイト総合法律事務所代表パートナー弁護士であります。当
社と同所及びその他の兼職先との間には特別の関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況
出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役 　 佐 藤 裕 介

当事業年度において、平成28年６月１日に社外要件を喪失するまで
に開催された取締役会20回のうち20回に出席いたしました。出席
した取締役会において、主に広告業界における豊富な経験から、当
社の重要な案件の意思決定に関してその過程を確認し、意見を述べ
ております。

取 締 役

（監査等委員・常勤）
　 大 杉 　 泉

当事業年度において、平成27年12月18日に監査役を退任するまで
に開催された取締役会８回のうち８回、監査役会３回のうち３回に
出席し、また、平成27年12月18日に取締役（監査等委員）に就任
以降開催された取締役会18回のうち18回、監査等委員会10回のう
ち10回に出席いたしました。主に財務・会計に関し、公認会計士と
しての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の
妥当性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監
査役会及び監査等委員会において、当社の内部統制システム及び内
部監査について、適宜発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 　 渡 辺 英 治

当事業年度において、平成27年12月18日に監査役を退任するまで
に開催された取締役会８回のうち８回、監査役会３回のうち３回に
出席し、また、平成27年12月18日に取締役（監査等委員）に就任
以降開催された取締役会18回のうち18回、監査等委員会10回のう
ち10回に出席いたしました。主に税務・会計に関し、税理士として
の専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための発言を行っております。また、監査役
会及び監査等委員会において、当社の内部統制システムについて、
適宜発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 　 大 村 　 健

当事業年度において、平成27年12月18日に監査役を退任するまで
に開催された取締役会８回のうち８回、監査役会３回のうち３回に
出席し、また、平成27年12月18日に取締役（監査等委員）に就任
以降開催された取締役会18回のうち18回、監査等委員会10回のう
ち10回に出席いたしました。主に法律に関し、弁護士としての専門
的見地から、取締役会において、取締役会の意思決定の妥当性・適
正性を確保するための発言を行っております。また、監査役会及び
監査等委員会において、当社のコンプライアンス及び内部統制シス
テムについて、適宜発言を行っております。
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⑷　会計監査人の状況
①　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上
の利益の合計額 17,500

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監
査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係
る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算定
根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額に
ついて同意の判断をいたしました。

③　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人が会社法や公認会計士法等の法令に違反し、又は抵触した場合
等、その必要があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、
監査等委員全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定
した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨
と解任の理由を報告いたします。

④　責任限定契約の内容の概要
　当社は、有限責任 あずさ監査法人との間で責任限定契約を締結しておりません。

⑸　会社の支配に関する基本方針
　当社は現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきましては、特に定めておりま
せん。
　一方で、大量株式取得行為のうち、当社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものについ
ては適切な対応が必要と考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、今後も
慎重に検討を行って参ります。
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⑹　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を
確保しつつ、配当を継続していくことを基本方針としております。
　また、当社は、期末配当として年一回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。
その他年一回中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。これらの剰余金の配当の
決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。
　当事業年度の配当につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために内部留保を充実
させるため、無配とさせていただき、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上
にコスト競争力を高め、市場ニーズにこたえる開発体制を強化し、さらには、グローバル戦略の
展開を図るために効果的な投資をして参りたいと考えております。
　なお、今後の配当実施の可能性、実施時期については未定であります。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成28年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

営 業 貸 付 金

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

3,086,418

2,170,383

395,619

70,000

7,694

91,997

350,723

1,246,103

112,136

66,857

45,279

485,980

106,915

379,064

647,985

67,370

231,103

349,512

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 負 債 1,390,000

買 掛 金 29,214
1年内返済予定の長期借入金 183,356

未 払 金 230,392

未 払 法 人 税 等 814,248

そ の 他 132,788

固 定 負 債 444,571

長 期 借 入 金 339,971

資 産 除 去 債 務 104,600

負 債 合 計 1,834,571

（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 2,434,902

資 本 金 621,566

資 本 剰 余 金 620,461

利 益 剰 余 金 1,244,807

自 己 株 式 △51,933

その他の包括利益累計額 △3,374

為 替 換 算 調 整 勘 定 △3,374

新 株 予 約 権 3,212

非 支 配 株 主 持 分 63,210

純 資 産 合 計 2,497,950

資 産 合 計 4,332,521 負 債 ・ 純 資 産 合 計 4,332,521
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連 結 損 益 計 算 書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 5,585,904
売 上 原 価 911,308

売 上 総 利 益 4,674,595
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,200,407

営 業 利 益 1,474,188
営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,440
雑 収 入 376 2,817

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,728
為 替 差 損 3,337
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 4,561
雑 損 失 2,052 11,680
経 常 利 益 1,465,324

特 別 利 益
関 係 会 社 株 式 売 却 益 590,154 590,154

特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 122,613
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 50,000 172,613
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,882,865
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 899,264
法 人 税 等 調 整 額 △91,456 807,808
当 期 純 利 益 1,075,057
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 △12,870
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,087,927
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連結株主資本等変動計算書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 562,641 561,572 156,880 △51,774 1,229,319

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ） 58,925 58,889 117,815
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,087,927 1,087,927

自 己 株 式 の 取 得 △159 △159

株主資本以外の項目の当連
結 会 計 年 度 変 動 額(純 額)

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 58,925 58,889 1,087,927 △159 1,205,583

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 621,566 620,461 1,244,807 △51,933 2,434,902

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計為 替 換 算

調 整 勘 定
その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 6,311 6,311 2,516 ‐ 1,238,146

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額
新 株 の 発 行
（ 新 株 予 約 権 の 行 使 ） 117,815
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,087,927

自 己 株 式 の 取 得 △159

株主資本以外の項目の当連
結 会 計 年 度 変 動 額(純 額) △9,685 △9,685 696 63,210 54,221

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額 合 計 △9,685 △9,685 696 63,210 1,259,804

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △3,374 △3,374 3,212 63,210 2,497,950
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貸　借　対　照　表
（平成28年９月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 産 　 の 　 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

立 替 金

短 期 貸 付 金

そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,309,827
305,740

283,854

36,074

12,181

336,202

258,000

77,774

1,386,458
93,384
66,502

26,881

25,009
25,009

1,268,064
66,980

681,502

350,000

32,201

150,678

136,029

△149,327

（ 負 　 債 　 の 　 部 ）
流 動 負 債 692,767

買 掛 金 1,342
1年内返済予定の長期借入金 183,356

未 払 金 218,720

未 払 法 人 税 等 156,275

預 り 金 131,795

そ の 他 1,277

固 定 負 債 429,571
長 期 借 入 金 324,971
資 産 除 去 債 務 104,600

負 債 合 計 1,122,338
（ 純  資  産  の  部 ）

株 主 資 本 1,570,735
資 本 金 621,566
資 本 剰 余 金 620,461

資 本 準 備 金 620,461

利 益 剰 余 金 380,640
そ の 他 利 益 剰 余 金 380,640

繰 越 利 益 剰 余 金 380,640

自 己 株 式 △51,933
新 株 予 約 権 3,212
純 資 産 合 計 1,573,947

資 産 合 計 2,696,286 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,696,286
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損　益　計　算　書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,048,127

売 上 原 価 166,239

売 上 総 利 益 881,888

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 807,302

営 業 利 益 74,585

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,503

雑 収 入 152 2,656

営 業 外 費 用

支 払 利 息 2,328

為 替 差 損 2,507

雑 損 失 1,114 5,950

経 常 利 益 71,291

特 別 利 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益 465,246 465,246

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 122,613

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 50,000 172,613

税 引 前 当 期 純 利 益 363,923

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 171,334

法 人 税 等 調 整 額 △12,091 159,242

当 期 純 利 益 204,680
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株主資本等変動計算書

(平成27年10月 1 日から
平成28年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 562,641 561,572 561,572 175,960 175,960 △51,774 1,248,398

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） 58,925 58,889 58,889 117,815

当 期 純 利 益 204,680 204,680 204,680

自 己 株 式 の 取 得 △159 △159
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 58,925 58,889 58,889 204,680 204,680 △159 322,336

当 期 末 残 高 621,566 620,461 620,461 380,640 380,640 △51,933 1,570,735

新株予約権 純資産合計

当 期 首 残 高 2,516 1,250,914

当 期 変 動 額

新株の発行（新株予約権の行使） 117,815

当 期 純 利 益 204,680

自 己 株 式 の 取 得 △159
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 696 696

当 期 変 動 額 合 計 696 323,032

当 期 末 残 高 3,212 1,573,947
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年11月17日
株式会社イグニス

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 井 知 倫 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 比留間　郁　夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社イグニスの平成27年10月１日から平成28年９月30日
までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、
これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全
体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式
会社イグニス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成28年11月９日から平成28年11月16日にかけて第８回及び第９回
新株予約権の権利行使による新株式の発行を実施している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成28年11月17日
株式会社イグニス

取締役会　御中
有限責任 あずさ監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 坂 井 知 倫 ㊞

指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 比留間　郁　夫 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社イグニスの平成27年10月１日から平成28年９
月30日までの第７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれ
る。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成28年11月９日から平成28年11月16日にかけて第８回及び第９回
新株予約権の権利行使による新株式の発行を実施している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成27年10月１日から平成28年９月30日までの第７期事業年度
における取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下
のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実
施しました。
①監査等委員会が定めた監査等委員会監査等の基準に準拠し、監査の方針、職務の分

担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使
用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産の状況を調査しました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査
に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及び個別注記表及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

（3）　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

　平成28年11月25日
株式会社イグニス　監査等委員会

常勤監査等委員　　大　杉　　　泉　㊞
監査等委員　　渡　辺　英　治　㊞
監査等委員　　大　村　　　健　㊞

　（注）1．常勤監査等委員　大杉　泉、監査等委員渡辺　英治及び大村　健は、会社法
第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。
2．当社は、平成27年12月18日開催の第６期定時株主総会の決議により、同日
をもって、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しました。平成
27年10月１日から平成27年12月18日までの状況につきましては、旧監査役会
から引き継いだ内容に基づいております。

以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会場：東京都港区元赤坂二丁目２番23号

明治記念館　東館１階　末広の間
TEL 03－3403－1171

至新宿
ＪＲ中央・総武線

慶應病院

首都高速4号新宿線

絵画館

明治神宮
外　　苑

権田原交差点

交番

入口

至東京・千葉

信濃町駅

赤坂御所

交番

青山ツインタワー

青山通り

Ａ1出口

2番出口

南口

国立競技場

外
苑
東
通
り

権
田
原

明
治
記
念
館
前

神宮球場

ホンダ青山ビル

秩父宮
ラグビー場

青山一丁目駅

国立競技場駅

明治記念館

交通　ＪＲ中央・総武線　信濃町駅より　徒歩約３分
地下鉄銀座線・半蔵門線・大江戸線　青山一丁目駅　２番出口
より　徒歩約６分
地下鉄大江戸線　国立競技場駅　A1出口より　徒歩約６分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


